予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：農業費　目：農業研究費　　　
	事業名: 農業技術センター国補・県単試験調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　総合企画部　研究開発課　研究開発係　電話番号：058-272-1111(内2485)

　　　　　　E-mail：c11162@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：51,603千円（前年度予算額：59,527千円）
	要求内容


	１　要求の内容


  地域の農業が抱える多様な課題に対して迅速かつ柔軟に対応するため、生産者等の現場のニーズを的確に把握し、行政、普及機関と一体となり、要望課題等によって新技術開発や技術支援を実施します。

　また、全国や地域で問題となる主要な課題に対し、産学官が研究能力を結集し、幅広い分野の技術シーズを活用することによって、農業における生産現場の技術的課題の早急な解決を図ることに寄与します。
　　　（１）県単試験調査費（研究課題の実施に係る経費）
　　　　　新規
　　　　　　①｢ハツシモ岐阜SL｣の食味ランキング｢特Ａ｣をめざした栽培条件の明確化
　　　　　　②含水率制御によるトマト独立ポット耕の生産性向上
　　　　　　③革新的接ぎ木法によるナス科野菜の複合土壌病害総合防除技術の確立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか９件

　　　　　継続

　　　　　　①家畜ふん堆肥を活用した飼料用米の低投入・持続的生産技術の開発

　　　　　　②食べきり・手間なし「ベビーパーシモン」の生産供給技術の開発

　　　　　　③花き主要品目の新品種育成
　　　　　　④茶の直がけ被覆栽培体系の開発
　　　　　　⑤省資源型農業確立のための有機資材とその利用技術の開発

　　　　　　⑥養液栽培における植物病原菌モニタリング技術の開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか２０件　　

　

　　　（２）国補試験調査費（国の委託による研究実施経費）
　　　　　①全国農地土壌炭素調査
	２　所要経費


（1） 県単試験調査費   　   51,303 千円
（2） 国補試験調査費        　 300 千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
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事業評価調書

	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成２１年度から１０年間の県政の方向性を定める「岐阜県長期構想」において、以下の位置付けのもと、研究開発を推進します。
Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

 ２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

  ○売れる農畜産物をつくる

  ・バイオ技術等を活用した花き新品種の開発、農産物の低コスト化、高品質化、機
    能性成分向上のための技術開発などを実施し、高付加価値ブランド農産物を育成
    する。

　・ぎふクリーン農産物の生産拡大と必要な技術開発、ＰＲの充実などを行う。

　・環境汚染物質の分析評価や低減化のための技術開発を推進する。

　○農商工連携を強化し、新たな農産物加工品の開発を支援する

　・農業用の作業装置や農薬資材の開発など、農商工連携による新製品の研究開発を

　　推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進（関連企業への技術移転）
	－
	21件

（H21）
	22件

（H22）
	27件

（H23）
	29件

（H25）
	93％


	外部資金の導入（外部資金による研究課題）
	－
	11件

（H21）
	11件

（H22）
	15件

（H23）
	15件

（H25）
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

  研究課題の設定では、生産現場からの技術的なニーズを的確に収集し、本年度は、１０件を研究課題として反映させると共に、すでに技術確立したものについては、普及カードへの掲載等、普及機関と連携しながら技術支援に努めました。

　さらに、平成24年２月に開催した成果検討会では、生産者・農業技術者・指導者等約１００名の参加をいただき、新たに得られた研究成果を紹介すると共に、問題点・課題を整理して、早期の普及に努めました。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　生産者の目線に立った研究開発、技術指導を行政・普及機関と連携しながら実施しており、「小麦の高品質生産」「種間交雑サルビア」「トマト独立ポット耕」「微生物農薬(殺虫剤)」など多くの育成品種や栽培技術が生産現場に普及しています。

　また、ここ数年、生産者等からの技術的な相談が非常に多くなり、相談件数は年間１,７００件程度に上っています。今後とも、生産者に頼りにされる研究所として研究開発と技術支援を実施して行きます。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	長期にわたる景気低迷による消費低迷、国際化による輸入農産物の増加、高齢化に伴う担い手の減少等、重要な諸課題に対して、研究による新技術の開発と技術的な支援を迅速に行うことで、農業の発展と振興に大きく貢献しており、事業の必要性は高いと考えます。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　技術移転の推進、外部資金の導入について、平成21年度32件であったのに対し、平成23年度は42件と増加し、事業成果が上がっています。この中には、花き新品種による新ブランドの確立や微生物農薬の開発等があり、地域経済の振興に寄与しています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　課題については、毎年、実施予定の試験課題の設計書、予算書等の内容を十分に精査し、経費の削減に努めています。さらに、研究開発課においても、予算額や各課題の事業効果等を考慮した査定が行われ、効率化が図られています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　地域では大小の様々な課題が発生しており、これらに迅速に対応するためには、普及機関等の関係機関との連携強化、情報の共有等をさらに進めて行くことが大切です。また、このように関係が強化されることで、早急に新しい技術を現場に提供できると

考えます。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後も現場の諸課題を研究開発テーマとして取り入れ、現場ニーズに早急に対応できる技術開発に努めると共に、全国的な重要課題に対しても持てる技術を提供することで、岐阜県農業の発展に貢献します。


